
（1）部門別職員数の状況と主な増減理由

人

（ 人)

人

（ 人)

[ ] [ ] 人

（注）１　特別行政部門には、教育長を含む。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。
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（2）年齢別職員構成の状況 （ 18 年 4 月 1 日現在）

　

（3）定員管理の数値目標及び進捗状況

　①　平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

<参考>立科町集中改革プランにおける定員管理の数値目標（数・率）

②　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要
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1 計画期間は、平成17年～22年の6年間である。

2 （　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
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　増減数の累計を示す。
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